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HUMI プロジェクト「プロジェクトのアーカイヴ」経過報告 

――HUMI 本棚データベースの公開と著作権―― 

東 詩優 慶應義塾大学文学研究科 博士課程 

1. はじめに

現在、慶應義塾大学デジタルメディア・

コンテンツ統合研究センター（DMC研究セ

ンター）では、かつてグーテンベルク聖書1

など貴重書のデジタル化の先駆けとして活

動していたHUMIプロジェクトに関連する

様々な資料のデータベース化を試みる、「プ

ロジェクトのアーカイヴ」が進められてい

る。この「プロジェクトのアーカイヴ」の構

想を発案したのは、HUMI プロジェクトの

活動に深く関わった DMC 研究員の池田真

弓氏であり、その構想の発表内容を記録し

ている 2005 年の DMC 紀要によれば2、こ

の活動は、1996 年から 2009 年の 13 年間

に行われた HUMI プロジェクトについて、

その活動に関連するあらゆる資料をデータ

ベース化することで、プロジェクト全体の

内容や成果、活動の経緯を、広く内外の人々

に示し、活用してもらうというねらいがあ

る。筆者は、リサーチ・アシスタントとして

2019 年春から 2 年間この活動に携わり、

HUMI プロジェクトの活動の中で収集・利

用された文献資料のデータベース化を開始

1 15 世紀、ヨーロッパで活版印刷術を発明したヨ

ハン・グーテンベルクにより、ドイツ・マインツ

で 1455 年頃に印刷された世界初の印刷聖書。42

行聖書とも呼ばれ、本学図書館は現存する 50 部

弱のうちの 1 冊を所蔵するアジアで唯一の図書館

である。以下では、HUMI プロジェクトによって

撮影されたグーテンベルク聖書の全ページのデジ

タル画像と、その解説が閲覧できる。「慶應義塾

大学メディアセンターデジタルコレクション グ

した。それらは現在 DMC 研究センターの

池田研究室に設置されている本棚で保管さ

れていることから、「HUMI 本棚」と称して

いる。そして Zotero を用いて、所蔵資料の

書誌情報の登録を行い、さらに雑誌論文・

記事については該当のページをスキャンし、

その PDF データと書誌情報とを紐づける

ことで、HUMI プロジェクト関連論文・記

事に直接アクセスし閲覧できるような仕組

みになっている。 

 こうして大枠が出来上がったHUMI本棚

のデータベースは、今後利用のための改良

を行いつつ、一般に公開し多くの人々に利

用されることによって「プロジェクトのア

ーカイヴ」の目的に適うものとなるわけだ

が、論文など著作物を複製したものをイン

ターネット上であらゆる人々に公開するに

は、当然ながら著作権の問題が生じてくる。

そこで本稿では、HUMI 本棚のデータベー

ス公開にあたっての著作権上の問題点を指

摘し、公開するための解決策を模索しつつ、

広くオンラインデータベースと著作権法に

ついて紹介していく。 

ーテンベルク 42 行聖書」

https://dcollections.lib.keio.ac.jp/ja/gutenberg/ex

planation 2021 年 2 月 9 日閲覧。 

2 「プロジェクトのアーカイヴ」についての詳細

や経緯については以下を参照せよ。池田真弓「プ

ロジェクトをアーカイヴする-HUMI プロジェク

トのアーカイヴの試み-」『慶應義塾大学 DMC 紀

要』vol.2, no.17, 2005 年、18-19 頁。 
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2. HUMI 本棚データベースの公開と著作権

問題 

（1）オンラインデータベースと著作権 

著作権とは、小説、音楽、演劇、美術作品、

デザイン、映像、写真といった、「思想又は

感情を創作的に表現した」（著作権法第 2 条）

著作物、「並びに実演、レコード、放送及び

有線放送に関し著作者の権利及び此れに隣

接する権利」である（同法第 1 条）3。した

がって著作物である論文等を紐付けて構築

したHUMI本棚のデータベースを公開する

際には、スキャンによる著作物の複製と、

それらをインターネットを通じて一般に公

開するという点において、著作権のうち著

作財産権に含まれる複製権、および公衆送

信権が問題となってくる。 

 ところで、データベースについては、著

作権法でも触れられている。第 2 条 1 項 10

号の 3 において、データベースとは、「論文、

数値、図形その他の情報の集合物であって、

それらの情報を電子計算機を用いて検索す

ることができるように体系的に構成したも

の」と定義されている。これを一般的な語

で記述するならば、データベースとは、「特

定の規則に従って電子的な形式で、一ヶ所

 
3 田窪直規ほか編著『改訂 図書館と情報技術 情

報検索能力の向上をもめざして』樹村房、2018

年、45-51 頁参照。 

4 JUS X 0807:1999 年「電子文献の引用方法（デ

ータベース）」。 

5 田窪ほか、前掲書、57 頁。 

6 公益社団法人日本複製権センター「J R R C ビジ

に蓄積されたデータの集合であって、コン

ピュータでアクセス可能なもの」4、あるい

は、「データや情報の集合物」が「コンピュ

ータで検索できる」5ものと言い換えること

ができる。 

 今日のデータベースは、指定の場所に設

置されているコンピュータからのみではな

く、誰でも自身の端末からオンラインで遠

隔利用できるいわゆるオンラインデータベ

ースが主流となっている。このオンライン

でのアーカイヴ化と所在検索サービスの提

供については、そこで公開される著作者名

や出版社名、発行年などの書誌情報は「創

作的表現」にあたらない事実の表記である

ことから、著作権法において許可されてい

るが（第 47 条の 5）6、近年ではそうした書

誌情報のみならず、論文等の記事の内容を

全文公開するフルテキストデータベースも

一般的になっている7。そして HUMI 本棚

のデータベースもまた、各資料の書誌情報

のみならず、雑誌論文やイメージをスキャ

ンし紐付けているという点で、フルテキス

トデータベースに近しいオブジェクト指向

のデータベースといえるだろう。 

（2）フルテキスト機関リポジトリの仕組み 

 だが、書誌情報にとどまらず、著作権者

ネス著作権ポータル」

https://jrrc.or.jp/chosakuken/ 2021 年 2 月 9 日閲

覧；福井健策「オンライン社会を生き抜く著作

権」『情報の教育学』講演会、2020 年 10 月 20

日。http://ice.lib-arts.hc.keio.ac.jp/talks/fukui-

kensaku-20201020/ 2021 年 2 月 2 日閲覧。 

7 田窪ほか、前掲書、108 頁。 
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以外の第三者による記事の全文公開は、著

作権の侵害となる。それでは今日提供され

ているフルテキストデータベースは、どの

ような仕組みによって複製権、そして公衆

送信権保護の要件を越え、著作物の配信が

可能となっているのだろうか。その例とし

て機関リポジトリを取り上げ、HUMI 本棚

のデータベースを公開する条件を理解する

手がかりとしたい。 

 機関リポジトリとは、主に大学図書館を

中心に、通常インターネットで公開されて

いる、「所属メンバーの学術的文献や研究発

表資料、授業資料などを蓄積し、検索でき

るようにするデータベース」を指し8、より

具体的には「大学および研究機関で生産さ

れた電子的な知的生産物を捕捉し、保存し、

原則的に無償で発信するためのインターネ

ット上の保存書庫」とされている9。今日で

は、主に大学所属者による学位論文や学術

雑誌に掲載された研究論文、学内の紀要論

文を検索可能とし、それらを PDF で無料公

開しているインターネット上のデータベー

スとして利用に供されている点で、データ

ベース内に論文や雑誌記事を紐付け、それ

らを PDF で公開することを想定している

本プロジェクトの目的と共通することから、

先行する好例として検討していきたい。な

 
8 同上、104 頁。 

9 国立大学図書館協議会図書館高度情報化特別委

員会ワーキンググループ「電子図書館の新たな潮

流：情報発信者と利用者を結ぶ付加価値インター

フェイス」『総会資料』No.50-5、2003 年、2 頁。 

10 中川佳樹『図書館情報資源概論』近畿大学通信

お、機関リポジトリを含むインターネット

上での論文公開の動き、すなわちオープン

アクセスの推進は、1980 年代以降に顕著と

なった学術雑誌の価格高騰や、一般書店に

は並ぶことがほとんどないその極めて限定

的な流通経路から問題視された「シリアル

ズ・クライシス（雑誌の危機）」により10、

2002 年に文部科学省の「学術情報の流通基

盤の充実について」の審議において、「論文

などの学術研究成果は、本来、人類にとっ

て共通の知的資産であり、その内容を必要

とする全ての人がアクセスできるようにす

ること」を目的としてなされてきた11。 

 こうして研究成果を一般に広く行き渡ら

せるために整備されてきた機関リポジトリ

だが、インターネット上での論文等著作物

の全文公開には、その著作物を保管・利用

するための複製権と、インターネットを通

じて公開する公衆送信権が問題となってく

る。先に述べた通り、これらはいずれも著

作財産権にあたり、著作者人格権とは異な

り、著作者の許諾があれば他人への譲渡が

可能となる。そして機関リポジトリの場合

も、例外なく著作者の許諾を得た上で著作

物である論文等をインターネット上で公開

している。例えば慶應義塾大学の機関リポ

ジトリ・KOARA でも、掲載されている論文

教育部、2018 年、62-64 頁。 

11 文部科学省「大学図書館の整備及び学術情報流

通の在り方について（審議のまとめ）」

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/g

ijyutu4/toushin/attach/1283003.htm 2020 年 10

月 20 日閲覧。 
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等は、全て著作権者の複製権と公衆送信権

の許諾を受けた上で公開されている旨が明

記されている12。 

なお、当該著作権の許諾を得るべき相手、

すなわち著作権者というのは、その著作物

を作成した著作者に限らず、学会や出版社

も想定される。基本的には著作物の著作者、

すなわちその論文の執筆者に許諾を得るこ

とで全文公開が可能となるため、例えば機

関リポジトリの構築・運営が一般的となっ

た今日では、学位論文提出の際に公開の許

諾書の提出も要請することでスムーズなデ

ータベースでの論文公開が可能となってい

るが、そうした体制が整う以前の著作物に

ついては、地道に著作者本人に許諾を得る

作業を行う13。また、機関リポジトリの取り

扱う論文には学会誌や雑誌に掲載された論

文も含まれているが、そういった類の論文

は、その論文の著作者が学会や出版社等に

著作権を譲渡しているケースも存在するた

め、その場合には執筆者ではなく学会や出

版社に確認をとる14。 

したがって、HUMI 本棚のデータベース

に紐づけられた全文をスキャンした論文類

の PDF データをオンライン上で公開する

 
12 「慶應義塾大学学術情報リポジトリ KOARA」 

http://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/ 2020 年 12

月 19 日閲覧。 

13 公益社団法人著作権情報センター「図書館と著

作権」 https://www.cric.or.jp/qa/cs03/ （Q14）

2020 年 12 月 19 日閲覧。 

14 以下のページでは、機関リポジトリでの公開可

否を提示している各出版社・学協会の方針を確認

には、第一に権利者の許諾を得ることが必

要不可欠となる15。 

 

3. データベース公開のために 

 以上確認した通り、フルテキストデータ

ベースのオンラインでの公開は、各著作権

者に許諾を得る作業を地道にクリアしてい

くことではじめて実現可能となる。無論、

論文などあらゆる著作物は、そうした保護

を受けて然るべき価値あるものとして取り

扱われるべきであるが、研究活動やそれを

支援する活動においては、活動のしがらみ

となりうる面も否定できない。そこで以下

では、他の代替案によって、HUMI 本棚の

データベースの公開は可能となりうるのか、

さらに今日の著作権法の見直しの動きを取

り上げ、データベースの構築と著作権の今

後について検討する。 

（1）フルテキストデータベースに代わる代

替案の実現可能性 

HUMI 本棚のフルテキストデータベース

の公開については、機関リポジトリのよう

にインターネットを通じて誰でも閲覧可能

とする以外に、関係者のみがフルテキスト

データにアクセス・閲覧可能とする案や、

することができる。

https://v2.sherpa.ac.uk/romeo/ （海外）2020 年

10 月 20 日。 

15 他の具体的な例については、福井、前掲 Web

ページを参照。ここでは音楽の利用と配信につい

て取り上げ、各著作権者の許諾を得る必要性を解

説している。 
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フルテキストではなく本文を要約したもの

のみを公開する案も検討されている。こう

した場合には前章で記述した著作権の諸問

題がクリアされるのか、検討してみよう。 

 まず、関係者など限られたメンバーのみ

に紐づけられたフルテキストデータの閲覧

を許可する場合だが、この場合も公衆送信

にあたるため、著作権者の許諾なしには実

現が困難である16。というのも、著作権法に

おいて公衆送信の「公衆」は、「特定かつ多

数の者（第 2 条 5 項）」とされているため、

さらに、その「多数」に当たる具体的な人数

が著作権法において規定されていないため

に、たとえ関係者など特定の人物間でのみ

共有される場合でも、オンラインでの「不

特定多数」に対する送信と同様に著作権法

に触れる可能性が十分存在するからである

17。この公衆送信については、データベース

運用に限らず、一般的な図書館運営におい

ても細心の注意が払われており、例えば外

部の図書館から文献の複写を取り寄せる際

の FAX 送信は、データ化された同一の文献

を複数の送信先（他館）に送信することに

 

16 国公私立大学図書館協力委員会・大学図書館著

作権検討委員会『大学図書館における著作権問題

Q&A 第 9 版』2017 年、20 頁。 

17同上。「公衆」の定義の詳細については、前掲 web

ページ、福井を参照。 

18 なお、2012 年の改正では、国立国会図書館に

所蔵されている入手困難な資料に限り送信可能と

されている。「国立国会図書館のデジタル化資料

の図書館等への限定送信に関する合意事項」を参

なる可能性があることから、著作権者の許

諾がなければ行えないことになっている18。 

 次に、論文全文ではなくその要約を作成

してそれを公開する場合だが、これについ

てもボーダーラインが曖昧である。文化庁

によれば、簡潔なキャッチコピー等は要約

にあたらないとしているものの、その著作

物全体のあらすじを把握することができる

ような要約を著作者以外が作成する場合、

著作権者の二次的著作物を創作する権利で

ある翻案権が浮上することから、権利者の

許諾が必要となる場合があるとしている19。

実際、過去には新聞社の新聞記事の内容を

要約し配信した企業に対して、翻案権およ

び有線送信権侵害が認められた判例がある

20。 

 このように、著作物の全文ないし一部の

公開を権利者の許可なく行うことは、やは

り簡単に可能となるものではない。だがそ

うした制約の多い中で、デジタル化した

様々な資料をオンラインアーカイヴで公開

することを試みている島根大学附属図書館

では、ID とパスワードによる認証コンテン

照。

https://www.ndl.go.jp/jp/preservation/digitizatio

n/digitization_agreement02.pdf 2021 年 2 月 2

日閲覧。 

19 「著作権なるほど質問箱」 

https://pf.bunka.go.jp/chosaku/chosakuken/naruh

odo/answer.asp?Q_ID=0000338 2020 年 10 月

20 日閲覧。 

20 本橋光一郎、本橋美智子編著『要約著作権判例

212』学陽書房、2007 年、42 頁。 
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ツの導入を行ない、著作物が保護される範

囲での情報公開を行なった21。つまり、その

資料を大学に提供している所有者がオンラ

インでの一般公開を望んでいない場合や、

研究途中・調査中であるために現時点では

一般に公開する段階には至っていない資料

について、ID とパスワードを持つ一部のユ

ーザーのみが閲覧可能としたのである。こ

の活動について青木は、アクセス制限のあ

るコンテンツの公開は、一般公開を期待さ

れるデジタルアーカイヴには適していない

という考えがあることに理解を示す一方で、

デジタル化した著作物の内容にアクセスで

きずとも、公開が可能な範囲の情報を置き

資料の存在を示すことで、将来的にそれら

が活用・利用される可能性が開かれるとし

て肯定的な見解を示している。 

そしてこの島根大学附属図書館の試みは、

蓄積したデータを今後広く多くの人々に活

用・利用されることを目的としている「プ

ロジェクトのアーカイヴ」の理念と共鳴す

るといえよう。したがって HUMI 本棚につ

いても、先述した著作物に該当しないとさ

れる著作物のタイトルや著者名、出版社、

出版年など基礎的な書誌情報のような、可

能な範囲で構築したデータベースを公開し、

 
21 青木和仁「島根大学附属図書館デジタルアーカ

イブの IIIF Authentication API 導入」『カレント

アウェアネス』346 号、2020 年、9-12 頁。

https://current.ndl.go.jp/ca1988  

22 文化庁「令和 2 年通常国会 著作権法改正につ

いて」 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hok

その存在を知らしめることが、実現可能な

第一歩と考えられる。 

（2）時代と変化する著作権法 

 しかし、書誌情報に対して著作物にあた

る資料の内容を紐付けたデータベースをオ

ンラインで公開するには、やはり許諾等の

著作権の問題が絡んでくるのが現実である

ことに変わりはない。だが著作権法は、時

代に合わせて頻繁に見直しが行われる法律

でもあることに留意しておきたい。 

例えば 2020 年 10 月および 2021 年 1 月

には改正法が施行されていて、改正後の法

律には、インターネット上での海賊版対策

の強化や、スクリーンショットにかかわる

写り込み問題の見直し等が反映された22。さ

らに本稿に関わる問題でいえば、前に取り

上げた図書館間での複写物の送信が公衆送

信にあたる件について、2020 年より議論が

進められ、その見直しが図られ、国立国会

図書館のデジタル化された資料の閲覧が、

施設内のコンピュータだけでなく利用者が

所有している端末でも可能にする案も出て

いるという23。 

こうした見直しの動きは、近年のスマー

トフォンやタブレット型端末の急速な普及

のほか、新型コロナウイルス感染症の拡大

aisei/r02_hokaisei/ 2021 年 2 月 2 日閲覧。 

23 日本経済新聞「図書館オンラインへ始動 文化

庁、著作権法改正へ作業部会」2020 年 10 月 19

日；HON.jp「「図書館の本、スマホで閲覧可能

に」とは？」2020 年 11 月 12 日

https://hon.jp/news/1.0/0/30033 2021 年 2 月 2

日閲覧。 
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による各施設の休業および外出自粛が更な

る後押しとなっていったといえよう。コロ

ナ禍において、美術館や博物館などのあら

ゆる文化事業におけるオンラインでの活動

が活発化したように、図書館では、施設の

利用方法が見直されるようになり、その中

でもオンラインでの著作物活用についても

見直しの動きが急速化している。その現場

の声を反映するように、今年 3 月には第 16

回レファレンス協同データベース事業フォ

ーラムがオンラインで開催され、「レファ協

というプラットフォーム——コロナ時代の

レファレンス・サービスを考える——」と

いうテーマで意見交換が行われる予定であ

る24。 

無論、本活動は著作権法で一部例外的な

存在である図書館とは異なって、学内の一

プロジェクトの活動であるために、仮にデ

ータベース周辺の状況が緩和されたとして

もその対象外となる場合も否めないが、新

しい生活様式として、こうしたデータベー

ス公開の活動にも追い風が吹くことを期待

したい。 

 

4. おわりに 

 以上、本稿では、HUMI プロジェクトが

終了した現在に進められているHUMIプロ

ジェクト「プロジェクトのアーカイヴ」活

動の経過報告として、フルテキストデータ

 
24 【イベント】第 16 回レファレンス協同データ

ベース事業フォーラム「レファ協というプラット

フォーム——コロナ時代のレファレンス・サービ

ベースの性格を有するHUMI本棚データベ

ースのオンライン公開に伴う著作権の課題

について記述した。著作物の内容を含む本

プロジェクトのデータベースの公開には、

各所への許諾を得る手続き等が不可欠であ

り、それには今後も地道な作業が必要とな

るが、まずは公開可能な情報のみを抽出し

てデータベースを公開することで、その存

在を発信することが、「プロジェクトのアー

カイヴ」の目的のための第一歩となりうる

だろう。また、コロナ禍でオンライン需要

が急速に高まった今日では、それに伴う著

作権法の見直しの動きも顕著であるため、

関連する動向に今後も注目していきたい。 
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